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研究成果の概要：近代日本における買売春は，江戸時代後期に成立した公娼制度を基盤とし，
明治期から戦後の売春防止法成立（1956年）まで，国家公認の制度として管理／保護され、存
続してきた。本研究は、戦前期の日本における買売春を主目的とした人身売買問題の実態と社
会的構築過程を，社会史的アプローチによって解明しようとするものである．具体的には，昭
和初期に社会問題化した東北農村の「娘身売り」問題に焦点をあて，当時の統計データと新聞
報道の分析を行なった． 
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１．研究開始当初の背景 
近代日本における買売春は，江戸時代後期
に成立した公娼制度を基盤とし，明治期から
戦後の売春防止法成立（1956年）まで，国家
公認の制度として管理／保護され，存続して
きた．公娼制度の周辺には，無許可で営業を
行う私娼が存在し，また芸者（芸妓）や酌婦，
女給といった男性向けの飲食店で働く女性
たちにおいても，半ば公然と買売春が行われ
てきた．さらに，国内の買春業者に伴われて
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海外へ渡る「在外売春婦」も数多く存在した．
こうした国内外の買売春に従事し／従事さ
せられた女性たちの多くは貧困層であり，前
借金の返済という名目による一種の人身売
買によってリクルートされた者たちである．
しかし，具体的にどのような地域／社会経済
階層が供給源となり，どのようなルートで移
動し／移動させられたかという側面につい
ての実態解明はほとんどなされてこなかっ
た． 
 
日本における買売春の歴史に関しては既
に様々な研究がなされてきた．売防法成立に
至るまでの近代日本の公娼制度と廃娼運動
に関する通史としては，代表的なものとして
吉見周子『売娼の社会史』（増補版 1992年），
藤目ゆき『性の歴史学』（1997 年），藤野豊
『性の国家管理』（2001年）等がある．いず
れも売防法成立を分岐点と見なし，法制面・
政策面に主眼を置いた上で，そこへ至る社会
状況の変化を比較的単線的な流れとして把
握し，叙述している点が共通する．他方で，
欧米の社会史研究およびナショナリズム研
究においては，Mosse（1985）に代表される
ように，1930年代から 40年代半ばの廃娼運
動から純潔運動に至る流れに着眼し，ナショ
ナリズムと市民的道徳（リスペクタビリティ
ー）の相互関連性を問題化する研究も盛んに
行われており，日本でもその影響を受けた研
究が行われつつある．本研究は，買売春を通
史的に分析するのではなく，社会問題化した
トピックに関して，言説状況とその背後の実
態との関係を分析するという社会史的な手
法を志向しており，分析の結果はナショナリ
ズム研究の成果と整合する可能性が高いと
考える． 
 
 現在，日本での買売春を目的とする国際的
な「人身取引*」が大きな社会問題となって
いる．（*traffickingの訳語として政府が採用
した語であり，「人身売買」と同義．）主とし
てアジア諸国からの女性の人身売買は 1980
年代から既に存在していたが，近年政策的課
題としてとりわけ重要視されることとなっ
た背景には，アメリカ国務省による『2004
年人身取引報告書』において，日本が受け入
れ側の監視対象国（第 2群）と位置づけられ
たことに端を発する．つまり，人身売買の社
会問題化は，実態面における動向の如何とは
独立に，社会的・政治的状況の変化に応じて
起こっていることは明らかである． 
本研究は，戦前期における人身売買の社会問
題化の契機に着目し，そこでの人身売買／地
域移動の実態と，言説・言論レベルの変化と
の対応または乖離を見ることにより，女性の
セクシュアリティを売買の対象とする人身
売買が社会問題として立ち現われてくる際
に共通して見出される社会的・政治的条件を
抽出することを課題としており，現在の「人
身取引」問題の問題化のされ方を歴史的文脈
において的確に把握するための一助となる
と考える．さらに，現代の買売春／人身売買
問題を解決するための方策を切り拓き，さら
なる女性のエンパワーメントの実現に寄与
する知見をもたらすことが期待される． 
 
２．研究の目的 
こうした研究状況および問題状況をふま
え，本研究では，第一に，買売春に従事する
／従事させることを目的とした人身売買お
よび地域移動の実態を解明するため，１）現
存する統計史資料の網羅的な収集を行い，
２）収集した統計史資料の数値をコンピュー
タ入力することによりデジタル・データ化し，
３）データの統計的分析により，売春女性の
出身地域を明らかにする作業を行う． 
第二に，売春女性の社会問題化が起こった
時期について，社会問題化の過程を解明する
ための言説収集および分析を行う．具体的に
は，１）①「自由廃業」運動，②「在外売春
婦」の問題化，③「東北農村子女身売り」の
問題化を含む廃娼運動を推進した女性団体，
社会運動団体の機関誌・紙，２）①～③の問
題を一般市民へ周知させることに大きな機
能を果たした大手新聞紙上の関連記事，３）
その他，関連する国内外の著書・報告書等，
を，①～③それぞれのトピックごとに収集・
整理する．以上の統計的分析および言説・文
献による分析を統合することによって，戦前
期の買売春目的の人身売買の実態と，社会問
題化過程の齟齬・乖離のダイナミズムを明ら
かにする． 
 
 
３．研究の方法 
(1)戦前期の買売春目的の人身売買／地域移
動に関する統計的資料の収集およびデータ
構築 
 人身売買の状況を直接的に示す統計デー
タは殆ど見当たらないが，公娼制度において
売春女性が登録制であったことから，警察や
職業紹介事務局等の統計資料に一部利用可
能なデータが存在するほか，廃娼運動団体に
よる独自の娼妓調査が実施されている．具体
的には，『警察統計報告』，中央職業紹介事務
局『芸娼妓酌婦紹介業に関する調査』（大正
10 年），山室軍平『社会廓清論』所収の「娼
妓百人調査」，内務省社会局社会部『芸娼妓
酌婦女給の本籍地並稼業地別人員調』（昭和
10 年），等である． また，農村社会学にお
ける離村研究の中には，国勢調査等を加工し
て農民の地域移動を性別・年代別に概観でき
るデータが見られるため，そうした周辺の先
行研究を参考にしながら，データ構築を行う． 
  
 
(2)1930年代における「東北農村子女身売り」
問題に関する新聞記事の収集・整理 
 「農村子女身売り」の問題化は，1931 年
10月末の朝日新聞報道に端を発する．これを
契機として，新聞メディアを通じて「東北農
村」における「身売り」が性道徳上の問題を
含む解決すべき社会問題として浮上するプ
ロセスを，関連する新聞記事の収集と整理を
通じて明らかにする．具体的には，最初の記
事が掲載された大阪朝日新聞，東京朝日新聞
のほか，身売り報道の舞台となった山形県内
で発行されていた山形新聞，山形民報，鶴岡
日報，荘内新報の各紙を中心に，1931 年～
1935 年の 5 年間を対象として，関連記事を
収集する． 
 
(3)日本および海外における買売春に関する
先行研究の収集 
 
 国内の先行研究に関しては既にある程度
収集を進めているが，海外，とくに英語圏に
おけるナショナリズム研究の中の買売春お
よび近代性道徳，ないし家族規範に関する研
究の渉猟を行う必要がある．歴史学，文化人
類学，社会学，ジェンダー研究の各領域にお
ける英文学術ジャーナル等の文献検索を行
い，関連する著書および論文の収集・整理を
行う． 
 
４．研究成果 
(1)買売春従事女性の出身地域 
 戦前期の買売春従事女性のうち，公式統計
による量的把握が可能であるのは，貸座敷営
業地（いわゆる「廓」）において売春に従事
する「娼妓」，遊芸を売る「芸妓」，酒屋等で
客に応対する「酌婦」「女給」の 4種がある．
『警察統計報告』（各年度）では，道府県毎
のこれらの従事者数が記載されているが，あ
くまでも現在数であり，出身地域の調査はさ
れていない．出身地域に関する調査がなされ
たものとして，中央職業紹介事務局『芸娼妓
酌婦紹介業に関する調査』（大正 10年 9月），
山室軍平「娼妓百人調査」（『社会廓清論』所
収，大正 3年 10月）は，いずれも東京府在
住の芸娼妓を対象としているため，全国的な
動向を知ることはできない． 
出身地域に関して唯一全国数値を知るこ
とのできる資料としては，内務省社会局社会
部『芸娼妓酌婦女給の本籍地並稼業地別人員
調』（昭和 10年 2月 1日）がある．調査がな
された 1935年は，東北地方の 2度にわたる
大凶作（1931年，34年）をきっかけに東北
農村の「娘身売り」が社会問題化した時期で
ある．調査では，芸妓，娼妓，酌婦，女給そ
れぞれの稼業地別人員，本籍地人員が記載さ
れている．単年度の調査であるため，経年変
化を見ることはできないが，買売春従事女性
の全国的な分布を大まかに把握することが
できる（表１）． 
本研究では，買売春従事女性の地域移動を
把握するため，本籍地女性人口をベースとす
る買売春従事女性の「輩出率」を算出した．
具体的な算出方法は， 
 
［芸妓娼妓酌婦女給の道府県別本籍地人員
（1935年）］÷［道府県別本籍地女性人口
（1917年）］×100＝輩出率 
 
である．1935年当時は，「娼妓取締規則」に
より，娼妓の年齢が 18歳以上と規定されて
いたため，ベースとする本籍地女性人口は
1935年の 18年前である 1917年の数値を使用
した．算出結果の一覧を表２に示す.この分
析からわかることは以下のとおりである． 
  
①東北地方の娼妓輩出率は高く，山形県は全
国一である． 
 「娘身売り」が問題となった東北地方では，
売春に直接かかわる「娼妓」の輩出率が全国
平均に比べ高く，中でも身売り問題の震源地
となった山形県は 0.58と全国一の輩出率で
ある. 
②東北だけでなく，九州地方も娼妓輩出率が
高い. 
 身売りが問題とされたのは，大凶作に見舞
われた東北地方が中心であったが，九州地方
も全国平均に比べ娼妓輩出率が一貫して高
い． 
③芸妓は大都市の輩出率が突出している． 
  
 遊芸を売る芸妓については，東京，大阪，
愛知といった大都市の輩出率が突出して高
い． 
④酌婦は，大都市および西日本の輩出率が高 
 
い． 
⑤女給は，関東・近畿の輩出率が高い． 
 
⑥輩出率の合計が最も高いのは東京の 2.56
である． 
 次いで大阪 1.92，長崎 1.79，神奈川 1.70
であり，東北各県は青森，山形を除き全国平
均を下回っている． 
 
 以上のことから，当時娘身売りが問題とな
っていた東北地方では，確かに娼妓の輩出率
は高いことが明らかになった．ただし，芸
妓・酌婦・女給といった他のカテゴリーでは，
東北地方の輩出率は高くなく，芸妓について
は大都市部，酌婦は西日本，女給は関東・近
畿地方の輩出率が高い．また，娼妓について
は，東北地方以外の九州地方の輩出率の高さ
も目立っており，東北だけが娼妓となる女性
の主たる供給地ではなかったことがわかる． 
 
(2)「娘身売り」の社会問題化 
 
「土への愛着から／娘二千人身売り／窮
乏のドン底に沈む一郡／官有地払下に絡ま
る悲劇」（1931.10.30『大阪朝日新聞』11面） 
 
 1931年 10月 30日，『大阪朝日新聞』はこ
のような大きな見出しで東北地方の娘身売
り問題を報じた．これが，新聞紙上で娘身売
り問題が報じられた最初である．記事は次の
ような文章で始まる． 
 
 「東北地方特に山形県下は昔から娼妓を各
地に送り出す地方として有名であるが，全国
的に廃娼運動が高唱されている折柄，この一，
二年間に娼妓に売られた年ごろの娘が急激
に増加し，僅かに九万四千の人口を持つ最上
郡だけで現在二千余人娼妓を各地に送り出
し，ある村の如きは嫁入盛りの乙女の姿が村
から消え去ったといふ悲痛事が伝えられ
由々しい社会問題として各方面から憂慮さ
れている」（引用者注：旧字は新字に改めて
ある．以下同様．） 
  
 続く記事の内容を簡潔にまとめると次の
ようになる．山形県最上郡西小国村で，一昨
年（1929年），官有地であった農地の払下げ
が大蔵省から一方的に通告され，買取資金に
窮した農民が娘を売っていたことが県庁の
調べでわかった．払下げられた土地は約 150
町歩，価格は総額約 10万円．このため，同
村から身売りされた娘は，娼妓 39名，女中
20名，酌婦 15名，芸妓 11名．「この現代離
表１　本籍地別芸娼妓等人員（1935年）
芸妓 娼妓 酌婦 女給 計
北海道 3,070 2,116 2,854 4,905 12,945
青森 757 1,512 1,324 1,256 4,849
岩手 435 510 747 1,005 2,697
宮城 591 1,619 1,376 1,392 4,978
秋田 997 2,202 1,292 1,340 5,831
山形 739 3,100 2,393 1,085 7,317
福島 1,100 1,668 1,795 2,049 6,612
茨城 1,134 1,072 2,203 2,597 7,006
栃木 1,237 886 1,830 2,574 6,527
群馬 1,135 915 952 2,066 5,068
埼玉 992 960 1,452 2,710 6,114
千葉 795 822 2,588 2,993 7,198
東京 9,391 2,213 7,919 10,945 30,468
神奈川 1,616 826 5,115 1,800 9,357
新潟 3,955 2,011 2,212 3,689 11,867
富山 512 195 1,107 1,272 3,086
石川 885 205 1,297 1,157 3,544
福井 934 105 682 717 2,438
山梨 409 314 786 794 2,303
長野 905 548 1,582 2,084 5,119
岐阜 1,381 306 1,037 1,351 4,075
静岡 1,769 484 4,672 2,011 8,936
愛知 5,594 734 6,886 1,217 14,431
三重 1,883 1,484 3,472 652 7,491
滋賀 511 179 818 862 2,370
京都 2,389 398 2,766 2,223 7,776
大阪 5,515 1,212 4,979 6,091 17,797
兵庫 3,221 797 4,973 6,168 15,159
奈良 431 339 793 967 2,530
和歌山 1,521 501 2,279 1,381 5,682
鳥取 364 447 561 843 2,215
島根 513 332 600 1,271 2,716
岡山 822 488 2,480 2,006 5,796
広島 1,778 899 3,694 3,153 9,524
山口 775 559 2,588 1,302 5,224
徳島 915 625 847 2,056 4,443
香川 1,162 443 1,370 1,273 4,248
愛媛 1,408 1,516 3,626 1,571 8,121
高知 449 1,219 1,637 1,463 4,768
福岡 2,819 2,884 4,438 2,199 12,340
佐賀 691 1,135 1,895 592 4,313
長崎 2,120 2,189 4,230 1,253 9,792
熊本 1,624 3,074 2,635 907 8,240
大分 655 977 1,368 738 3,738
宮崎 651 1,252 1,984 565 4,452
鹿児島 565 1,674 3,083 1,530 6,852
沖縄 265 479 495 197 1,436
朝鮮 25 12 960 738 1,735
樺太 25 24 54 57 160
その他 - - 10 8 18
合計 73,430 50,461 112,736 95,075 331,702
出所：内務省社会局社会部『芸娼妓酌婦女給の本籍地並稼業地別人員調』（昭和10年2月
表２　本籍地別芸娼妓等輩出率（1935年）
芸妓/
本籍地女性
人口(%）
娼妓/
本籍地女性
人口(%）
酌婦/
本籍地女性
人口(%）
女給/
本籍地女性
人口(%）
合計/
本籍地女性
人口(%）
北海道 0.36 0.25 0.34 0.58 1.53
青森 0.19 0.37 0.32 0.31 1.19
岩手 0.10 0.11 0.17 0.22 0.60
宮城 0.11 0.30 0.26 0.26 0.93
秋田 0.20 0.45 0.26 0.27 1.18
山形 0.14 0.58 0.45 0.20 1.38
福島 0.16 0.24 0.25 0.29 0.94
茨城 0.16 0.15 0.30 0.36 0.97
栃木 0.23 0.16 0.33 0.47 1.19
群馬 0.21 0.17 0.18 0.39 0.95
埼玉 0.14 0.13 0.20 0.37 0.85
千葉 0.11 0.11 0.34 0.40 0.96
東京 0.79 0.19 0.67 0.92 2.56
神奈川 0.29 0.15 0.93 0.33 1.70
新潟 0.37 0.19 0.21 0.35 1.11
富山 0.12 0.04 0.25 0.29 0.70
石川 0.20 0.05 0.29 0.26 0.81
福井 0.27 0.03 0.20 0.21 0.70
山梨 0.12 0.10 0.24 0.24 0.70
長野 0.12 0.07 0.20 0.27 0.66
岐阜 0.24 0.05 0.18 0.23 0.70
静岡 0.22 0.06 0.59 0.25 1.13
愛知 0.55 0.07 0.67 0.12 1.41
三重 0.31 0.25 0.58 0.11 1.25
滋賀 0.13 0.04 0.20 0.22 0.59
京都 0.41 0.07 0.48 0.39 1.35
大阪 0.60 0.13 0.54 0.66 1.92
兵庫 0.31 0.08 0.48 0.59 1.46
奈良 0.13 0.10 0.24 0.30 0.78
和歌山 0.37 0.12 0.55 0.33 1.37
鳥取 0.15 0.18 0.22 0.34 0.89
島根 0.13 0.08 0.15 0.32 0.68
岡山 0.13 0.07 0.38 0.31 0.89
広島 0.21 0.10 0.43 0.37 1.11
山口 0.13 0.10 0.45 0.22 0.90
徳島 0.23 0.16 0.21 0.52 1.13
香川 0.29 0.11 0.34 0.31 1.05
愛媛 0.23 0.25 0.61 0.26 1.36
高知 0.12 0.33 0.44 0.39 1.29
福岡 0.31 0.31 0.48 0.24 1.34
佐賀 0.18 0.29 0.48 0.15 1.09
長崎 0.39 0.40 0.77 0.23 1.79
熊本 0.23 0.43 0.37 0.13 1.15
大分 0.13 0.20 0.28 0.15 0.76
宮崎 0.21 0.40 0.64 0.18 1.43
鹿児島 0.07 0.22 0.40 0.20 0.89
沖縄 0.09 0.16 0.16 0.07 0.48
合計 0.26 0.18 0.40 0.34 1.18
注1）本籍地人口は1917年の数値を使用．
注2）黄色は全国平均を上回る数値．
  
れをした嘘のやうな事実は遠く山形県の山
奥であるため世間には伝へられなかったが」
（同記事），これらの身代金に同村が課税し
たことを村民が県参事会へ訴願したため，身
売りの事実が発覚した，というものである．
同じ記事の中では，当時廃娼運動団体として
全国化をはかっていた廃娼連盟の松宮一也
会長の次のような談話が掲載されている． 
 
 「山形県生れの娼妓は全国に非常に多く一
二という寒心すべき数です．この県では残念
ながらまだ廃娼連盟の支部がありません．そ
れほど道徳の低い文化の遅れた地方で先日
娼妓の身代金に対し所得税を賦課する問題
が沸き上がったと聞きましたが，支部がない
ので精しい事情を知ってをりません．もし話
のやうな大蔵省の官有地払下の資金調達の
ためとすれば大蔵省の処置もいつもながら
の役人主義で考へのないことです．善後策と
しては適当に低利資金を融通するなりして
娼妓になることを防止する必要がありませ
う．最近は全国的に公娼廃止の空気が濃厚に
なりつゝある折柄かうした問題が起ること
はこまつたことで各人の道徳心の涵養に努
むるとともに政府も出来るだけ娼妓になる
やうな事情を防止していただきたいと思
ふ．」 
 
 今ここに引用した新聞記事の中身から確
認できる事実は，第一に，報道の「娘身売り」
が発生したのは1931年ではなく1929年であ
り，凶作年とは時期がずれていること，第二
に，身売りのきっかけは凶作ではなく，国か
らの唐突な官有地払下げに対する農家の対
処手段であったこと，という二点である．さ
らに，記事の論調について気がつくことは，
第一に，この報道の背景として社会における
廃娼運動の主流化という事態があること，第
二に，身売りの原因を農民の「道徳心」に求
める見方が存在しているということである． 
 言うまでもなく「娘身売り」そのものは，
この時期の東北農村に限らず，明治期から昭
和戦前期を通して全国各地で起こっていた
事象である．しかも，すでに確認した通り，
このとき報道された「娘身売り」は凶作に直
接の端を発したものではなかった．にもかか
わらず，この報道以降，「東北農村の娘身売
り」は俄かに世間の注目するところとなり，
この時期ちょうど凶作にさらされていた東
北農村の窮乏を読者に強く印象付けるとと
もに，東北農村の凶作をとりわけ「娘身売り」
という事象に結びつけ，あたかもそれが東北
農村に固有の事象であるかのようなイメー
ジを流布する効果をもったといえる． 
 
(3)関連する資料・研究の収集・整理 
 本研究に密接に関連し，日本の買売春に関
する重要な資料群のひとつとして売春防止
法関連資料の整理を行った（雑誌論文①）．
これは、日本キリスト教婦人矯風会の高橋喜
久江氏より国立女性教育会館女性アーカイ
ブセンターに寄贈された資料群であり，矯風
会をはじめとする女性団体が売防法成立の
大きな推進力となったことを示すものであ
る． 
 また，買売春に関する意識調査についても、
戦後初期から現在まで，国内の研究および海
外で行われた主要な研究について整理を行
なった（学会発表①）． 
 
(4)今後の課題 
 本研究では，戦前期日本で社会問題化した
買売春問題について，言説と実態の両面から
検証することを課題とした．しかしながら，
とくに実態面の把握においては，資料的な制
約もあり，十分に達成できたとは言えない．
今後の課題としては，社会問題化された後の
女性団体・政治団体等の運動がどのように組
織化されていったのかということ，戦前期か
ら戦後，とくに売春防止法成立期につながる
社会運動と政策実践との相互交渉過程にお
いて，買売春の社会問題化のされ方がどのよ
うに利用され，社会意識の生成にどのような
役割を演じたのかということについて考察
を深め，人身取引問題のような買売春をめぐ
る現代的課題へのインプリケーションを探
ることである． 
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